
価値創造を支える取り組み（ESG）　明星工業のサステナビリティ

明星工業のサステナビリティ 当社グループのサステナビリティの取り組みについては、
Web サイトもご覧ください。

https://www.meisei-kogyo.co.jp/sustainability/

● GHG排出量の把握と削減
● 循環型社会に向けた取り組み
● カーボンニュートラル分野の
　技術開発

● 2050年度までにGHG排出量をネットゼロ
● ゼロエミッション化

● 省エネルギー設備の更新
● 太陽光発電設備の設置
● ハイブリッド車の導入
● 気候関連財務情報の開示
● 持続可能な調達活動
● 次世代エネルギー対応の技術開発

● 気候変動によるコスト増大
● 環境規制の強化
● ステークホルダーからの
　影響
● サプライチェーンへの影響

● 省エネ・脱炭素によるコスト削減
● 次世代エネルギー・環境配慮型製品・
　技術の市場拡大
● ブランド力、ステークホルダーからの
　評価上昇
● 持続可能なサプライチェーンの構築

未来の躍進に
繋げる投資

①収益基盤の持続的な強化
②持続的な成長戦略の展開
③経営基盤の強化

● 安全・品質の確保
● 人的資本強化
● 従業員とその家族の
　ウェルビーイングの実現
● サプライチェーンマネジメント

● 安心安全で快適な職場づくり
● 品質管理体制の強化
● ダイバーシティ＆インクルージョン
● 女性活躍推進
● 働き方改革
● 健康経営の推進
● サプライチェーンの共存共栄

● 専門人財の確保、育成
● アルムナイ、リファラル採用の実施
● OFF-JT、OJT、自己啓発、階層別研修制度
　などの専門教育
● 健康経営施策の実施
● パートナーシップ構築宣言
● 安全パトロール・衛生巡視点検の実施
● 安全教育の実施

● 人財確保・育成の難化
● 労働環境の変化
● サプライチェーンの人権リスク
● 製品、完成工事の補償リスク

● 人的資本強化による生産性向上
● ダイバーシティ＆インクルージョンに
　よるイノベーション創出
● ステークホルダーからの信頼向上
● 健康経営による効果

● コーポレート・ガバナンスの強化
● コンプライアンス意識の向上
● リスクマネジメントの強化

● リスク管理体制強化

● コーポレート・ガバナンス体制の整備
● 取締役スキルマトリックスの開示
● 指名・報酬委員会の設置
● 取締役会の実効性評価の実施
● 内部通報制度、窓口の設置
● リスク管理体制の整備
● 事業継続計画（BCP）の運用
● 情報セキュリティ管理体制の整備
● サプライチェーン強化に向けた
　セキュリティ対策

● 不正・コンプライアンス違反
● 内部統制の不備
● サイバー攻撃リスクの増大
● 自然災害リスクの増加

● 透明性の高い経営による信頼獲得
● リスクマネジメント強化による
　リスク回避、低減
● サプライチェーンからの信頼向上

環境
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ガバナンス
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マテリアリティ マテリアリティ（重要課題）特定プロセス

STEP 1 STEP 2 STEP 3当社グループは、中長期的な企業
価値の向上と持続可能な社会の
実現を両立するため、右記のプロ
セスに基づきマテリアリティを特
定しています。

●抽出した課題について、「企業価値（経済価値）への貢献」と
「環境・社会価値への影響」の2軸で重要性を評価し、優先
順位付けを実施

●当社グループにとっての重要課題が網羅されているか、また
ステークホルダーの期待や要請が適切に反映されているか
を検証し、マテリアリティとして特定

●サステナビリティ委員会における
　審議および承認

マテリアリティ事業戦略 テーマ 主な取り組み内容 リスク 機会 SDGs

当社グループの事業活動全体を総合的に捉え、社会・環境に与える影響
を踏まえた上で、重要な課題を抽出します。

●バリューチェーン全体における事業活動の特性、リスクおよび機会
●中長期的な経営ビジョンおよび成長戦略との整合性
●国際的なガイドラインや、経済・社会・環境に関する外部環境の変化、
　社会的要請

事業活動の分析および課題の抽出 重要性評価およびマテリアリティの特定 社内審議および承認
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取締役会

サステナビリティ委員会

●委員長：代表取締役社長
●委 員：取締役、執行役員、専門知見を有する委員

指示
報告・提言

サステナビリティ方針

　明星グループは、事業を通じて社会に貢献することを経営理念としており、持続可能な社会の実現と中長期的な企業価値の向
上に向けて、サステナビリティが重要な経営課題であると認識しています。ステークホルダーからの期待に応えるため、カーボン
ニュートラル実現に向けた取り組みはもとより、人財の確保・育成、働き方改革など、環境変化に対応するための意識改革を行い、
継続的なコーポレート・ガバナンス体制の強化に取り組むことでサステナビリティ経営を推進し、企業価値向上を実現します。

推進体制

　明星グループでは、サステナビリティ推進戦略を迅速に実行するため、2022年4月1日付でサステナビリティ委員会を設置しま
した。本委員会は、明星グループ全体の気候変動リスクをはじめとするサステナビリティ課題に対する基本計画の決定および取り
組みの検討・審議を行い、定期的に取締役会に報告・提言を行います。

■環境理念

　当社グループは、生物が地球で快適に生活できる環境を創る企業として、エネルギーとエコロジーの豊かな共存を図り、人と自
然が調和した環境を創ることに最善を尽くします。

■環境方針

1. 環境関連の法令・規制等を遵守します。
2. 事業全般にわたって環境負荷低減に努力し、資源・エネルギーの有効利用、廃棄物の削減、汚染防止、リサイクル・リユースの

推進に努めます。
3. ステークホルダーとの対話を通じ、気候変動をはじめとする地球環境問題の継続的な改善に向けて取り組みます。
4. 本方針を役職員に周知し、環境意識の高い人づくりを進め、環境知識・技術の向上を図ります。

■ TCFD提言に基づく気候関連財務情報開示

　明星工業は 2022年12月、TCFD（気候関連財務情報開示タス
クフォース）提言に賛同し、同提言に沿った適切な情報開示に取り
組んでいます。詳しくは p.34 をご覧ください。

■ CDPへの回答

　当社は 2023年3月期より国際的な NGOであるCDPからの調
査に回答しています。CDPは、英国に本拠地を置く国際環境 NGO

（非政府組織）で、企業などの環境情報開示プログラムを複数運営し
ています。企業や自治体の活動が環境に与える影響についての情報
開示システムも運用しており、世界中の企業、自治体がCDPにデー
タを提出することによって環境関連の情報を開示しています。2026
年3月期も気候変動質問書へ回答し、その結果、「B」となりました。

■ ZEB への取り組み・カーボンニュートラル貢献などに向けた取り組み

　明星グループでは、気候変動課題が経営に及ぼす影響を評価し管理するため、温室効果ガスの一種である二酸化炭素（CO2）
の排出量を指標とし 2020年3月期を基準年としています。国際的な目標である 2050年カーボンニュートラルに貢献すべく、太
陽光発電やハイブリッド車の導入等による CO2排出量の削減に向けた取り組みや再生可能エネルギー関連事業の推進に努めて
いきます。
　CO2排出量削減に向けた取り組みの1つとして、当社が保有する事務所などの業務用建築物を改修・建築する際は、省エネル
ギー設備や太陽光発電の導入などを積極的に検討し ZEB※化を推進していきます。
　当社の関連会社である日本ケイカル株式会社が、当社より貸借している本社社屋について 2025年3月期に ZEB化の工事を
実施しました。ガス給湯器からエコキュートへの更新、太陽光発電の導入等を行うことで、ZEBランクのうち、最も削減率が高い

『ZEB』の評価を取得しました。

ESGの取り組み

●自社排出 CO2の把握と削減
●カーボンニュートラル実現への取り組み
●社会に資する技術の開発、製造設備の

カーボンニュートラル化
●リサイクル・リユースの推進、廃棄物の

削減、汚染防止

●コーポレート・ガバナンスの強化　　
●コンプライアンス意識の向上

●安全・品質の確保
●事業拡大・継続を見据えた多様な

人財の確保・育成
●ダイバーシティ&インクルージョン、
　女性管理職比率の拡大など
●働き方改革・従業員の健康増進

Environment

Environment

Governance

Social
環境

環境

社会

ガバナンス

Climate Change
気候変動

CDP2025 B

CDP2024 C

CDP2023 B -

https://www.meisei-kogyo.co.jp/sustainability/environment/

● CDP に送付した回答については Web サイトで公開しています。

※ ZEB（ゼブ）：Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称。快適な室内環境を実現しながら、建物で消費するエネルギーをゼロにすることを目指
した建物を指す。
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価値創造を支える取り組み（ESG）　E（環境）

■ TCFD提言に基づく気候関連財務情報開示

ガバナンス
　明星グループ全体の気候変動リスクをはじめとするサステナビリティ課題については、サステナビリティ委員会を設置し、基本
方針や基本計画の決定、取り組みの検討や審議を行っています。サステナビリティ委員会は代表取締役社長を委員長として、取締
役や執行役員、専門知見を有する委員から構成され、定期的に取締役会へ報告、および提言を行っています。サステナビリティ委
員会については、p.32「推進体制」を参照ください。

戦略
　明星グループでは、気候変動によるリスクと機会を特定し定性、定量の両面で評価するために国際エネルギー機関（IEA）や気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）から公表されているシナリオを用い、TCFDのフレームワークに沿ってシナリオ分析を行い
ました。具体的には、Rcp8.5やIEA Stated Policies Scenarioなどの産業革命時期から2100年頃までに約4℃平均気温が上
昇する4℃シナリオと、Rcp2.6やIEA Net Zero Emissions by 2050 Scenarioなどといった産業革命時期から2100年頃ま
でに1.5～2℃平均気温が上昇する2℃未満シナリオを用い、2つの世界観を想定し分析を行いました。また、分析では2030年時
点の当社グループへの影響を想定しています。
　4℃シナリオでは、脱炭素社会へ移行せず、政策や規制の強化なども行われないとされていますが、豪雨や台風の頻発といった
異常気象の激甚化や平均気温の上昇などの物理的リスクの高まりが想定されています。このシナリオにおいて、当社グループへ最
も大きな影響を及ぼすリスク項目としては、洪水や高潮などによる拠点の被災を想定しています。
　対する2℃未満シナリオでは、脱炭素社会へ向けて政策や規制の強化が行われるとされており、それに伴い炭素税の導入や再
生可能エネルギーの普及など移行リスクの高まりが想定されます。このシナリオにおいて、当社グループへ最も大きな影響を及ぼ
すリスク項目としては、炭素税導入による操業コストの増加を想定しています。
　2℃未満シナリオにおいてはリスクだけでなく複数の機会を特定し、定性的または定量的に評価しました。当社グループが保有
する高い保温・保冷技術を背景に再生可能エネルギー関連の施工受注機会の増大が見込まれます。このような機会の獲得に向
け、日々技術開発や施工能力の向上に努めています。 

リスク管理
　気候変動をはじめとするサステナビリティに関するリスク管理については、業務を執行する取締役が各業務執行部門で発生す
る損失の危険に関する「リスク管理規程」に基づき、グループ全体のリスクを網羅的かつ統括的に管理し、管理体制を明確化した
上で必要に応じて各リスク委員会を設置し、問題点の把握と改善措置を実施しています。
　さらに、各部門から取締役会へ報告された重大課題については代表取締役若しくは代表取締役が指名する取締役を本部長と
する対策本部を設置し、情報の収集・リスクの評価・優先順位・対応策など総括的に管理を行います。また、必要に応じて顧問
弁護士等第三者の助言を受け、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えています。

■ TCFD 提言に基づくリスクと機会の一覧

指標と目標
　気候変動課題が経営に及ぼす影響を評価し管理
するため、温室効果ガスの一種である二酸化炭素 

（CO2）の排出量を指標とし、2020年3月期を基準
年としています。
　当社は、パリ協定が示す 2℃未満シナリオを支持
し、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取
り組みを推進しています。事業活動に伴う温室効果
ガス排出量の削減をはじめ、エネルギー効率の向上
や再生可能エネルギーの利用拡大を通じて環境負
荷の低減を図っています。今後も気候変動リスクへ
の対応と事業機会の創出を両立させながら、持続可
能な社会の実現に貢献していきます。 

  ↓↓↓：2030年の予想営業利益額の1%以上
　↓↓       ：2030年の予想営業利益額の0.5%以上〜1%未満　
     ↓       ：2030年の予想営業利益額の0.5%未満
  赤字  ：定量的な分析を行った項目
  黒字  ：定性的な分析を行った項目

リスク・機会項目
時間軸 特定事項

評価
現在の取り組み

大分類 中分類 小分類 2℃未満
シナリオ

4℃
シナリオ

移行

政策・
規制

炭素税 中期～
長期

炭素税が導入された場合、製造や事業活動で排
出するCO2に炭素税が課税されることにより操
業コスト増加が想定される

↓↓↓ 未導入 太陽光発電による自家発電を行うこと
によりCO2排出量を削減

排出権取引 短期～
長期

製造工程、輸送、工事施工によるCO2排出量を削
減できない場合、排出権を購入する必要があるた
め操業コスト増加が想定される

↓↓↓ ↓ 太陽光発電による自家発電を行うこと
によりCO2排出量を削減

化石燃料の
使用に

関する規制

短期～
中期

製品製造過程で都市ガス等を使用しているため、
使用規制がなされた場合、代替品への移行コスト
発生が想定される

↓ ↓ 対応策を検討中

再エネ政策

中期～
長期

LPG（液化石油ガス）、LNG（液化天然ガス）
関連の保冷工事の需要減少が想定される ↓↓↓ ↓ バイオマス発電や水素発電といった再

エネ関連事業を促進

中期～
長期

・脱炭素に向けたトランジション期間中にLPG
（液化石油ガス）、LNG（液化天然ガス）関連の
保冷工事の需要増加が想定される

・エネルギー消費を抑制するための断熱工事の
需要増加が想定される

↑↑↑ ↑ 機会獲得に向け技術開発の促進

技術 低炭素技術
の進展

中期～
長期

低炭素技術を活用した製造設備の導入が求めら
れた場合、設備導入のためのコスト発生が想定さ
れる

↓ ↓ 対応策を検討中

中期～
長期

再生可能エネルギーの普及に伴い再生可能エネ
ルギー関連の工事受注機会が拡大することによ
る売上増加が想定される

↑↑↑ ↑↑↑ 再生可能エネルギーに係る防熱技術
や工法の開発や受注機会の拡大

市場

エネルギー
コストの変化

短期～
長期

再エネ比率の高まりにより電⼒価格が高騰し製
造拠点等で操業コスト増加が想定される ↓ ↑ 太陽光発電による自家発電を行うこと

により購入電力量を削減

原材料
コストの変化

短期～
長期

石油需要の減少により、石油由来塗料等の調達
コスト増加が想定される ↓ ↓ 対応策を検討中

物理

急性

異常気象の
激甚化

台風、豪雨、
土砂、高潮等

短期～
長期

事業所および製造拠点で洪水や高潮被害が増加
することにより対応コストの発生や操業停止、工
期遅れの発生が想定される

↓↓ ↓↓↓ BCP（事業継続計画）策定・運用

慢性 平均気温の
上昇

短期～
長期

工場や事業所等での冷房コスト増加や屋外作業
が困難になることで生産性が低下するなど労働
費の増加が想定される

↓ ↓↓↓ 対応策を検討中

（ ）

【評価】【時間軸】
 短期：０〜３年 中期：4 ～10年（2030年） 長期：11年～

【評価対象】
 定量的な評価の対象は国内拠点
定性的な評価の対象は当社グループ全体

CO2 排出量 削減率

9,249.35 24.9％

91.65 −

141.80 −

ロケーション基準 2,626.90 27.8％

マーケット基準 2,642.56 −

2020年3月期

Scope1 12,317

Scope2 3,635

Scope3
Category6 −

Scope3
Category7 −

CO2 排出量（tCO2） 基準年度比較・2025年 3 月期（tCO2）

　＊対象範囲は国内拠点
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価値創造を支える取り組み（ESG）　S（社会）

■人的資本

　明星グループは、経営環境が目まぐるしく変化するなか、成長を維持し競争力を高めていくためには、従業員一人ひとりが自身
の力量を高めて常に挑戦し続けることが必要であると考えています。明星グループの３つの経営理念である「顧客の創造と信頼の
確保」「社会への貢献」「未来への挑戦」を体現する人財の育成を目指していきます。

新人事制度
人的資本経営の強化に向けた人事制度改革
　明星グループは、人的資本を重要な経営資源と位置づけ、中期経営計画2024-2026の基本方針である「未来の躍進に繋げる
投資」の一環として、人事制度を全面的に見直しました。2005年の制度改定以来20年以上が経過するなか、事業環境や働き方
の変化に対応し、従業員一人ひとりの成長と活躍を支援する制度へ転換しています。
 
人財の多様な活躍を支えるキャリア制度
　2026年4月より、新たに「総合職（勤務地限定）」コースを導入し、勤務地に制約のある従業員にもキャリア形成の機会を提供し
ています。また、従来の一般職を見直し、「事務職」コースを新設しました。あわせて全コース間での転換制度を整備し、育児・介護
等のライフイベントに応じた柔軟な働き方やキャリア選択を可能としています。これにより、女性活躍の推進、人財の有効活用、定
着率向上を目指しています。

■ダイバーシティ&インクルージョン

　国籍や性別、障がいの有無などにかかわらず多様な人財が活躍できる環境をつくることは、事業を創造する上で重要です。明星
グループでは、人生のさまざまな節目においても従業員が安心して働き続けられるよう、育児・介護休業等に関する規程において
育児短時間勤務制度など仕事と育児の両立支援に向けた制度を導入しています。明星グループでは新卒採用における女性比率
が低い状況で推移している結果、管理職に占める女性労働者の割合も低くなっており、男性労働者の育児休業取得率についても
低い状況です。当社の具体的な指標および目標については、男性労働者の育児休業取得率を2027年3月までに20％（2026年3
月期実績16.6％）、採用した労働者に占める女性労働者の割合を2027年3月までに20％（2026年3月期実績19.9％）、女性管
理職比率の目標10％（2026年3月実績2.7％）として設定しています。なお、現時点では多様性の確保に向けた人財育成方針・社
内環境整備方針の公表にいたっていませんが、今後も継続して検討していきます。

■明星グループ人権方針

　明星グループは、企業行動指針（2008年制定）において人権尊重を掲げています。
　本方針は、明星グループにおける人権尊重についての考え方を明確にしたものであり、国連「ビジネスと人権に関する指導原
則」に基づき策定しています。明星グループは、本方針に則り事業活動を進めていくことで、人権尊重の責任を果たしていきます。

「明星グループ人権方針」全文については Web サイトをご覧ください。

　 https://www.meisei-kogyo.co.jp/sustainability/social/humanrights_policy.html

■従業員満足度調査

　従業員満足度調査では、仕事の満足感、働きがい、活力、仕事への誇りに関する4項目を中心に、健康経営施策の浸透状況や職
場環境への評価を把握しています。この結果を踏まえ、エンゲージメント向上や健康施策の改善を図ります。またストレスチェック
においては受検率100％を目標に実施しています。2026年3月期は81％となりました。

■人財育成

　明星グループは、顧客と社会から継続的な信頼を確保することができる工事・技術部門の専門人財とマネジメント人財の育成
に取り組んでいます。中期経営計画2024 -2026の基本方針である「未来の躍進に繋げる投資」を実現するために、従業員の一人
ひとりが工事・技術に関する高い専門性はもとより、ビジネスやマネジメントの知識・スキルを偏りなく習得し、人間としての持続的
な成長を支援する研修体制の構築を進めていきます。

人財育成方針
新入社員研修制度
　新入社員に向けて、導入研修、各部署でのローテーションOJT研修、フォローアップ研修を実施しています。ビジネスマナーや安
全教育などの基礎知識の習得に加え、実務経験を通じて会社全体の事業理解を深めることで、早期戦力化と将来の中核人財育
成を推進しています。また、人事部門による定期面談を通じて成長を継続的に支援しています。
 
人財育成（階層別研修）
　明星グループは、社員一人ひとりの成長と組織力向上を目的に、キャリアステージに応じた階層別研修を実施しています。新入
社員研修をはじめ、中堅社員研修、管理職研修などを体系的に展開し、専門知識・業務スキルに加え、マネジメント力やリーダー
シップの強化を図っています。各階層で求められる役割や能力の習得を支援することで、自律的に成長できる人財の育成と持続的
な企業価値向上につなげています。

経験と知識を深め、自ら道を開く

社会
SocialS

　水島営業所に配属され、現在入社3年目となりました。施工
管理者として化学プラントでの断熱・足場工事の現場管理に
携わっています。工程・品質・安全・原価を中心とする施工管
理において工事が円滑に進むように顧客や協力会社の皆様と
コミュニケーションを取りながら、工事の着工から引き渡しま
で担当しています。計画通りに工事を完了できた時は達成感
があり、やりがいにつながります。
　周囲に相談しやすい環境が整えられているため、女性とし
て働きにくいと感じることはありません。女性が少ない職場だ
からこそ、自ら発信することで女性の働き方や道筋をつくって
いけると考えています。今後は自ら新しい仕事に積極的に挑
戦し、さまざまな業務を通じて経験と知識を深め、どのような
立場でも安全第一で信頼される人財を目指します。

VOICE

藤田 歩乃花
水島営業所
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価値創造を支える取り組み（ESG）　S（社会）

■労働安全衛生　

　明星グループは、事業サービスの実施にあたり安全を最優先しています。安全衛生基本方針『基本ルールを自ら理解し、自ら守
る、守らせる』『安全で衛生的な職場環境維持及び現場環境保全のためリスク低減に努める』に沿って安全衛生活動を継続し、明
星グループ全体の安全衛生水準の向上を目指していきます。

■安全 • 品質の確保に向けた取り組み　

　明星グループは、事業遂行のためには人的な安全と同様に顧客の要求する品質の確保についても最重点項目であると捉えてい
ます。これら安全および品質を確保するためには、各種の取り組みが必要であり、その具体的な対策として社内ルールの構築、施
工計画におけるリスクの検討、作業方法・手順、危険予知活動、教育・訓練、労働災害の防止活動、品質不具合検証などがあり
ます。
　明星グループは、安全・品質確保のためには組織・仕組み・個人が一体となった取り組みが重要であり、何ひとつ欠けること
があってはならないと認識し、意識レベルの向上に努めています。
　教育・訓練については、個人の安全および品質に関する意識向上と常日頃から正しい基本行動がとれるように、従業員の経験
やレベルに応じた階層別安全衛生教育、品質管理教育を定期的に実施しており、教育資料は社内イントラネットにより全社横断
的に閲覧可能とし情報の共有を図っています。

品質マネジメントシステム
　当社では、品質マネジメントシステム（QMS）の適切な運用と品質意識の向上を目的としてQMS部署への異動者を対象とした
社内教育を実施しています。本プログラムではQMSの基礎知識をはじめ、品質マニュアルの理解を深めるカリキュラムを提供して
います。これからも対象者の受講率100%を目標に社内教育を計画し、QMSの適切な運用実施体制を整えることで、組織全体の
品質基盤の底上げを図っていきます。

若手向け安全教育
　明星グループでは、人的資本の強化と安全文化の醸成を目的として、新入社員を対象とした「若手向け安全教育」を実施してい
ます。雇入れ時安全衛生教育に加え、粉じん作業、足場組立て、フルハーネス使用に関する特別教育を通じて、安全に関する知識・
技能の習得を支援しています。対象者の受講率は100％を達成しており、安全を最優先とする意識の定着および持続的な事業成
長を支える人財育成に取り組んでいます。

■健康経営の推進

　明星グループは、従業員の心と身体の健康を重要な経営資
源と考えています。次の取り組みを通じて従業員の健康づくり
を積極的に推進し、健康経営を実践していくことを 2025年6
月12日に宣言しました。

■パートナーシップ構築宣言

　当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を進めることで、新たなパート
ナーシップを構築するため、以下の項目に重点的に取り組むことを 2026年3月25日に宣言しました。

■スポーツチームの協賛を通じた地域貢献

　当社は、スポーツの振興と地域社会の活性化に貢献するため、2014年シーズンから日本プロサッカー
リーグ J2 のカターレ富山サポートカンパニーとしてカターレ富山を応援しています。

人財関連データ（単体）
2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3

従業員数（名） 310 317 317 314 323 322 312 335 358 383 362
女性社員比率（％） 18.7 19.2 20.8 20.1 20.4 21.4 22.1 20.6 19.6 18.8 19.9
女性管理職比率（％） 0 0 0 2.8 3.0 4.4 3.3 3.3 3.2 3.2 2.7
平均勤続年数（年） 13.8 13.7 13.9 14.1 13.7 13.7 14.4 13.5 13.1 12.6 13.8
離職率（定年退職者除く）（%） 2.9 2.5 1.9 4.8 4.0 2.2 4.5 3.3 2.5 3.1 1.7
平均年次有給休暇取得日数（日） 4.3 4.0 4.3 4.7 6.0 7.8 9.0 8.2 8.5 9.1 9.7
社員一人当たりの月平均残業時間（時間） 37.2 38.8 32.8 34.8 36.6 35.3 34.8 34.4 34.5 27.9 28.58
女性の育児休業取得率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
男性の育児休業取得率（％） 0 0 0 0 0 0 0 10.0 5.0 33.3 16.6 
障がい者雇用比率（％） 0.21 0.21 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.52 0.47
社外取締役数（人） 3 3 3 2 2 2 2 3 3 4 4

１．従業員がいきいきと仕事に取り組み、安全で働きやすい
職場環境づくりを進めます。

２．従業員とその家族のウェルビーイング実現に向けた環境
整備に努めることを支援します。

３．健康経営の実践を通じて、従業員とその家族の幸福が更
に増進し、明星グループの持続的な成長につながる健康
経営サイクルを実現します。

1. サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携
２．「振興基準」の遵守

Web サイトには「健康経営戦略マップ」を掲載しています。

「パートナーシップ構築宣言」個別項目については Web サイトをご覧ください。

https://www.meisei-kogyo.co.jp/sustainability/social/health.html

https://www.meisei-kogyo.co.jp/sustainability/social/partnership.html

健康経営責任者
代表取締役社長

健康経営
推進事務局

取締役会

従業員

サステナビリティ
委員会

全国健康
保険協会安全衛生委員会

産業医

健康経営推進体制図

本社安全衛生委員会 安全パトロール 品質マネジメント
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価値創造を支える取り組み（ESG）　G（ガバナンス）

取締役会
　当社の取締役会は、9名の取締役（うち、監査等委員５
名）で構成され、原則として月１回定例で開催、必要に応じ
て臨時に開催し、法令および定款に定められた事項、その
他の経営上の重要事項について報告・協議・決定するとと
もに、業務執行の状況確認などを行っています。

監査等委員会
　当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役5名
（うち、社外取締役4名）で構成され、原則として月1回開
催しています。
　また各監査等委員は、取締役会等の重要な会議に出席
し、重要な意思決定の過程や業務執行の状況把握に努
め、内部監査部門との連携および会計監査人からの監査

計画および会計監査結果報告の検討等の活動を中心に、
必要な意見の表明を行い、業務執行の監査・監督を行う
こととしています。

指名・報酬委員会
　当社の指名・報酬委員会は、代表取締役社長および監
査等委員である社外取締役2名の計3名で構成されてい
ます。
　指名・報酬委員会は取締役会の諮問に応じて取締役の
選任・解任に関する事項、代表取締役、役付取締役の選
定・解職に関する事項、取締役の報酬に関する事項、その
他の経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項
について審議し、取締役会に対し答申を行っています。

■コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　明星グループは、常に経営の本質をわきまえ、未来への挑戦を心がけ、事業を通じて社会に貢献することを経営理念として事業
を展開しています。企業価値の向上を目指す上において、経営の透明性の維持、適時適切な情報開示の実施、諸施策に取り組むこ
とが、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考えと位置付けています。

■取締役会における具体的な検討事項

　取締役会においては、法令および定款に定められた事項、その他の経営上の重要事項について報告・協議・決定をし、業務執
行の状況確認などを行っています。各統括部門を担当する取締役は年度事業計画の進捗状況の報告、具体的な施策、効率的な
業務遂行体制の構築について検討し実施しています。

■コーポレート • ガバナンス体制の概要とその体制を採用する理由

　当社は、議決権を有する監査等委員を置き、取締役会の監査・監督機能を強化して、コーポレート・ガバナンスの一層の充実
を図るため、監査等委員会設置会社を採用しています。
　また、意思決定の迅速化と業務執行の効率化のため執行役員制度を導入し、業務執行責任を明確にしています。

■指名 • 報酬委員会における具体的な検討事項

　指名・報酬委員会においては、取締役候補者選任基準に基づき、経営環境に即した見識、資質、能力を有する候補者について公
正かつ厳正に審議するとともに、取締役および代表取締役の候補者に関する事項について審議し、取締役会に答申しています。ま
た、各取締役の個人別の報酬についても審議し、取締役会に答申しています。

■当社役員の専門性 • 経験とスキルマトリックス

　取締役には、社内および社外ともに人格・見識に優れた人物であることを求めています。その上で、業務執行を担当する取締役
については、豊富な業務上の専門的知識と経験を有する人物を取締役候補者としています。社外取締役につきましては、専門分野
における豊富な知見を有した上で、企業経営全般にわたる意見表明を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための提言・助言をその役割として求めています。なお、現在就任している独立社外取締役は、他社での経営経験はありません。
今後、他社での業務執行経験者の招聘を検討していきます。

■コーポレート・ガバナンス体制図

スキルマトリックス
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取締役
取締役会
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氏　名 社外 / 独立 取締役会
議長 企業経営 営業・

事業戦略
工事・技術・

研究開発
人事・労務・
ダイバーシティ 財務・会計 法務・

コンプライアンス
ESG・

リスク管理
取締役会等への

出席回数 

栁瀬　徹次 ● ● ● ● ●

取締役会
15 回 /15 回

指名・
報酬委員会
4 回 /4 回

篠原　基嗣 ● ● ● ● 取締役会
15 回 /15 回

藤野　景三 ● ● ● ● 取締役会
15 回 /15 回

都木　裕 ● ● ● ● ● 取締役会
15 回 /15 回

髙瀬　善久 ● ● ● ● 取締役会
11 回 / 11 回

上村　恭一 ● ● ●

取締役会
15 回 /15 回

指名・
報酬委員会
4 回 /4 回

岸田　光正 ● ● ●

取締役会
15 回 /15 回

指名・
報酬委員会
4 回 /4 回

西村　強 ● ● ● 取締役会
15 回 /15 回

髙橋　理恵子
（現姓：田中） ● ● ● ● 取締役会

15 回 /15 回

上記一覧表は、各取締役が有するすべての専門性および経験を表すものではありません（2026年6月25日現在）

取
締
役

取
締
役
　
監
査
等
委
員

ガバナンス
GovernanceG
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価値創造を支える取り組み（ESG）　G（ガバナンス）

■取締役会の実効性評価

取締役会の実効性評価
1. 評価方法
　当社は、取締役会の機能向上および企業価値の向上を目的として、毎年、取締役会の実効性評価を実施しています。2026年3
月期は、全取締役および監査役9名を対象に、無記名方式によるアンケートを実施しました。評価にあたっては、取締役会の構成、
運営、審議内容等の観点から検証を行いました。
＜アンケートの主な設問項目＞
　取締役会の運営／経営戦略・経営計画／内部統制・リスク管理／指名・報酬／取締役に対する支援体制／トレーニング／株主

（投資家）との対話
2. 評価結果の概要
　評価の結果、当社取締役会は、重要議案の審議・意思決定および経営陣に対する監督機能を適切に果たしており、全体として
実効性は確保されていることを確認しました。一方で、今後の課題として、女性取締役比率30％以上の実現に向けた取り組みの
推進、業務執行取締役と社外取締役との間における経営戦略・経営計画に関する協議機会の充実、内部統制システムの構築・運
用状況に関する報告の充実、次世代幹部育成に関する議論の深化等が挙げられました。
3. 今後の対応
　当社は、上記の課題を踏まえ、取締役会における戦略議論の機会拡充、社外取締役への情報提供や事前説明の充実、内部統制
および人財育成に関する議論の強化等に取り組み、取締役会のさらなる実効性向上を図っていきます。

役員区分ごとの報酬の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

■政策保有株式に関する方針について

　当社は、取引先・金融機関との長期的な関係の維持・強化を図り、企業価値向上に資すると判断される企業の株式を保有して
います。これら株式については、毎年、経済合理性や取引関係、その他の観点から企業価値向上に資するか否かについて検証を行
い、継続保有の可否等を取締役会で確認しています。また、当該株式の議決権行使については、その議案の妥当性について発行会
社の状況等も考慮して、画一的な基準で判断するのではなく、当社の中長期的な企業価値向上に資するか否か、また投資先の株
主共同の利益に資するものであるか否か等の観点から判断して行います。なお、当社が保有している株式の資産に占める割合は
軽微です。

■株主との建設的な対話に関する方針

　当社では、株主・投資家の皆様との建設的な対話を促進するための組織体制として、管理本部長である取締役、財務部、総務
部、経営企画室のIR部門が対話を行っています。決算説明会、スモールミーティングを開催するほか、随時対話（面談）を実施して
います。

■経営陣幹部、社外取締役を含む取締役による株主との対話（面談）への対応

　株主・投資家の皆様との実際の対話（面談）につきましては、基本的にIR部門担当者が対話（面談）に対応しています。株主の皆
様のご要望等を勘案し、他の業務執行取締役や監査等委員である独立社外取締役との面談も可能としています。

■コンプライアンス規程

　当社および当社グループは「企業行動指針」に基づき、コンプライアンスの推進を図るために必要な事項を定め、社会的信頼の
維持および業務運営の公平かつ公正性を確保することを目的として「コンプライアンス規程」を定めています。役職員はコンプライ
アンスの重要性を深く認識し、常に公平かつ公正な職務の遂行に努めています。

■コンプライアンス研修

　新入社員応用研修、昇格者研修にてコンプライアンス研修を実施しています。コンプライアンスの定義から規範、情報漏洩およ
びSNSのリスク、ハラスメントの防止と判断基準について事例と解説を通じて社員の理解促進を図っています。2026年3月期の
受講率は100％でした。

■内部通報制度

　コンプライアンス経営の強化に資することを目的として、従業員等からの法令違反行為等に関する通報の適切な処理の仕組み
を定め、不正行為等の早期発見と是正を図る「内部通報制度」を設けています。
　従業員等からの内部通報窓口は、顧問弁護士および総務部長とし、通報を受け付けた際には弁護士が不正行為または不適切
行為に該当するか否かを確認・検討の上、総務部長に通報内容を報告します。
　通報等処理責任者は、総務担当役員としています。

■役員の報酬等

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は基本報酬（固定報酬）と賞与（業績連動報酬）の金銭報酬と、株式報酬制度
による非金銭報酬で構成されています。
　取締役ごとの支給額は、業績への貢献度等を勘案し、指名・報酬委員会の報酬決定に関する意見を尊重し取締役会で決定して
おり、いずれも客観性・透明性が確保されています。
　株式報酬制度は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変動によるリスクを株主の皆様
と共有することで、「中長期的な業績の向上」と「企業価値増大」への貢献意識を高めることを目的としています。なお、取締役が当
社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

■役員研修

　当社および当社グループの役員を対象として、e -ラーニングによる研修を実施しています。経営戦略をはじめコーポレートガバナ
ンス、危機管理・不祥事対応、DX・サイバーセキュリティ、人権・人的資本、財務・ファイナンスなどのプログラム受講を通じて、必要
な知識の習得および更新に取り組んでいます。

コンプライアンス

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

取締役（監査等委員を除く）（社外取締役を除く） 118 51 40 26 4

取締役（監査等委員）（社外取締役を除く） 13 13 − − 2

社外取締役 27 27 − − 4
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価値創造を支える取り組み（ESG）　G（ガバナンス）／役員一覧

リスクマネジメント
■リスク管理体制の整備の状況

　事業活動全般に生じるさまざまなリスクのうち、経営上意思決定を必要とする重要なものは、関連部門でリスクに対する検討を
行い、取締役会において協議しています。業務運営上のリスクについては、関係部署間で連携を取りながら社内規程の決裁を受け
た上で実施しています。なお、法的判断およびコンプライアンスに係る重要な事項については、弁護士や税理士などと顧問契約を
締結するとともに、その他の外部の専門家に相談し慎重に検討を行い、適切な処理に努めています。

■情報セキュリティについて

　当社グループは、個人情報を含む社内に存在するすべての情報を重要な経営資産と認識しています。これら情報資産を社内外
の各種セキュリティ脅威から適切に保護することは、企業として果たすべき重要な社会的責任であるとの認識のもと、情報セキュ
リティの確保に取り組んでいます。取り組みを通じて安全性および信頼性を担保した事業運営を実現するとともに、企業価値の持
続的向上に努めています。
　また、当社は情報セキュリティ基本方針に基づき、役員および従業員に対し、情報資産の適切な活用および保全に関する基本
的事項を明確化しています。これらの方針および規程の適正な運用を通じて情報セキュリティ管理の実効性を確保し、経営管理
体制の一層の高度化を図っています。
　さらに、当社はシステム障害やサイバー攻撃等に起因する事業継続上のリスクに備え、事業継続計画（BCP）を策定しています。
不測の事態が発生した場合においても、事業機能の維持または早期復旧を図り、全従業員が連携して事業継続に努める体制を
整備しています。

■情報セキュリティ推進体制について

　当社グループは、情報セキュリティ対策を全社的かつ体系
的に推進するための体制を構築しています。本体制のもと、
情報セキュリティに関する施策を計画的かつ継続的に実行
するためのフレームワークを整備し、グループ全体における
高度な情報セキュリティ管理体制の確立および維持・強化
に取り組んでいます。
　また、人的リスクへの対応として、役員および従業員を対
象に情報セキュリティ教育および各種研修を実施していま
す。加えて、標的型攻撃メールを想定した訓練やサイバーセ
キュリティ教育を実施することにより、情報セキュリティ意識
の醸成および対応力の向上を図っています。
　これらの取り組みにより、組織全体のセキュリティ水準の
底上げと継続的改善を推進し、情報セキュリティガバナンス
の強化に努めています。

※ 国土交通省、経済産業省、環境省、労働基準監督署、証券取引所、公正取引委員会、警察署、消防署、病院、その他

■危機対策本部体制図
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篠原 基嗣

髙瀬 善久

岸田 光正  髙橋 理恵子   

都木 裕

上村 恭一  
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独立した視点と多様な専門性で、
明星工業の持続的成長を支える

この1年でのガバナンスの強化・改善
情報共有を深め、不確実性に耐え得る
経営体制へ

髙瀬： 本日は、当社のガバナンスや取締役会運営における
この1年間の変化を振り返るとともに、現中期経営計画の進
捗、その先の持続的成長に向けた課題について意見を交わ
したいと思います。
　当社を取り巻く事業環境は、脱炭素化やエネルギートラン
ジションの進展、地政学リスクをはじめとして、変化のスピー
ドと不確実性を増しています。こうした環境下でも、成長に向
けた投資を着実に進めるために、リスクを適切に見極め、健
全な意思決定につなげていくことが重要です。
　今回は、そうした問題意識を踏まえ、ガバナンスの強化、成
長投資の進捗、次期中期経営計画を見据えた課題について
率直に話し合いたいと思います。まず、この1年間での監査等
委員会の活動について、上村取締役からお願いします。

上村： まず私たち監査等委員会は、委員会規程や監査基準
に基づいて毎期の監査計画を策定し、毎月の定例会では取

締役会議案や重要な稟議書を確認しています。また、担当部
署からのヒアリングに加え、支店、営業所、工場、中央研究
所、重要子会社への往査も分担して行っています。
　監査法人とは定期的に報告や意見交換を行い、内部監査
室とも連携しています。常勤監査等委員である髙瀬取締役を
中心に、必要な情報が適時に共有されており、それをもとに
率直な議論ができていると感じます。
　さらに昨年度から髙橋取締役が加わったことで、法務や
ガバナンスに関する課題を、より専門的な観点から検討でき
るようになりました。これは監査等委員会にとって大きな前
進といえます。平時の監査を着実に行うことはもちろんです
が、存在価値が最も問われるのは有事です。その際に意思を
統一し、迅速に行動できる連携体制を維持したいと考えて
います。

岸田： おっしゃる通りです。情報が入るタイミングは以前よ
り早くなり、社内の主要な役員とほぼ同じ水準の情報を共有
できています。監査等委員会から現場への訪問や関係者へ
のヒアリングを求めた場合も、会社側は非常に協力的です。
会議室の中だけで判断せず、現地へ足を運び、当事者の話を

直接聞く機会が増えたことは、監督機能の実効性向上につ
ながっていると感じます。
　M&Aについても、買収前の検討と買収後のモニタリング
が、以前より深く行われるようになりました。現場は案件を前
に進めようとしますが、監査等委員には、投資額に見合う価
値があるのか、将来の負担にならないかを冷静に検証する役
割があります。必要な場合にはブレーキをかけることも含め、
事前・事後の両面から確認していかなければなりません。

髙瀬： 私も常勤監査等委員として、社内で得た重要な情報
を速やかに社外取締役の皆さんへ伝えることを心掛けてい
ます。各委員が同じ情報を持ち、それぞれの専門的な視点か
ら議論することで、判断の質も高まるはずです。
　一方で、事業環境の不確実性は日に日に増しています。岸
田取締役は以前から、変化に耐え得る柔軟性、いわゆるレジ
リエンスの重要性を指摘されていましたね。

岸田： 脱炭素の進展、物価高、資材価格の上昇、地政学リス
クなど、先を見通しにくい状況が続いています。当社は海外で
も事業を展開し、エネルギー関連の顧客も多いため、中東情
勢の変化は資材価格だけでなく、必要な資材を確保できる
かというサプライチェーン上の問題にもつながります。
　ただ、不確実性は必ずしもマイナスだけではありません。エ
ネルギー構造の変化によって、新たな断熱需要や技術開発
の機会が生まれる可能性もある。取締役会でも、変化をリス
クとして捉えるだけでなく、成長機会へ転換できないかとい
う議論が増えてきました。
　利益を伸ばす方法も、売上の拡大だけではないでしょう。
調達の効率化やコスト管理に加え、必要な資材を安定して
確保できる体制を整えることが、企業としてのレジリエンスに
つながるのではないでしょうか。変化に対応する会社の取り
組みが適切かを確認することも、監査等委員の役割だと考え
ています。

髙橋： 私も同じ認識です。特に中東情勢は、当社の事業に直
接・間接の影響を及ぼす重要なテーマです。最近は取締役会
の冒頭で、社長から国際情勢や当社事業への影響について
説明を受ける機会がほぼ毎回設けられ、取締役全員が共通
認識を持って議論できるようになりました。
　当社ではリスク管理規程に基づき、リスクごとに担当部署
を定め、発生頻度や売上・取引先への影響度、社会的影響度
などを評価してリスク管理を行っています。制度は整備され
ていますから、次に問われるのは、適切なタイミングで担当

部署が実際に対応できるかです。海外で事業を行う以上、地
政学リスクをなくすことはできません。だからこそ、仕組みが
形骸化していないかを継続的に確認していきます。

西村： 付け加えると、外部環境の変化に備えるには、社内の
管理体制、つまり内部統制の高度化も欠かせません。現在
は、監査等委員会、内部監査室、会計監査人、コンプライア
ンス委員会、情報セキュリティ委員会などが重層的にモニ
タリングしており、現時点で重大な問題は確認されていま
せん。
　一方、特に注視すべき点は3つあります。第1がIT統制、第
2が各地に分散する営業所や工事現場のコンプライアンス、
第3が海外工事の管理です。仕組みがあっても、現場で問題
が発生した際、本社への報告や情報共有が遅れてしまえば、
十分に機能しているとはいえません。海外工事は国内以上に
距離があり、一般的に統制が利きにくい面もあります。より注
意深く見ていく必要があるでしょう。

髙瀬： IT統制に関連して、情報セキュリティは当社でも重
要性が一段と高まっています。現在は社長が陣頭指揮を執
り、執行役員による情報セキュリティ委員会を開催してい
ます。システムの整備だけでなく、全社員に危機意識を浸透
させる教育や運用にも、本腰を入れて取り組んでいるとこ
ろです。

髙橋： その点では、私も新入社員向けのコンプライアンス研
修で、情報漏洩につながる身近な事例や、問題が発生した場
合の責任について説明しています。サイバーセキュリティは、
一部の専門部署だけで対応できる問題ではありません。社
員一人ひとりがリスクを理解し、日常の行動を変える必要が
あります。監査等委員会から継続的に問題提起してきたこと
で、対策はかなり具体化してきたと感じます。

上村： 役員報酬のあり方も、今後考えていきたいものです。
当社の取締役報酬は、基本報酬、業績連動報酬、株式報酬
で構成され、指名・報酬委員会が取締役の職務内容や業績
への貢献度を踏まえて意見を述べています。
　ただ、個々の取締役の貢献度をどのように客観的に測るの
か。これはなかなか難しいテーマです。評価方法をさらに明
確にし、中長期的な企業価値向上との連動性も含めて、報酬
決定の透明性と納得性を高めていく必要があるでしょう。

社外取締役 監査等委員
上村 恭一

社外取締役 監査等委員
髙橋 理恵子

取締役 常勤監査等委員
髙瀬 善久

社外取締役 監査等委員
岸田 光正

社外取締役 監査等委員
西村 強

社外取締役座談会
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現中期経営計画への評価・
持続的成長に向けた課題
成長投資を将来の収益につなげ、
次の柱を育てる

髙瀬： 現中期経営計画は最終年度を迎えています。業績面
は堅調に推移しているものの、その先の持続的成長を考える
と、人財、研究開発、DX、新たな収益源の確立など、取り組む
べき課題は残されているように思います。まず上村取締役か
ら、成長投資を中心に進捗をどう評価しているかをお聞かせ
いただけますか。

上村： 成長投資は、研究開発、設備、人財、M&Aの4つの観
点から見る必要があります。
　研究開発投資では、アンモニア、水素などの次世代エネル
ギー分野や、CCSなどの脱炭素関連分野に向け、超低温域
から超高温域まで幅広い断熱・防熱技術の開発を進めてい
ます。顧客からの依頼や共同開発だけでなく、当社独自の提
案型研究にも、長期的な視点で予算を配分すべきではない
でしょうか。新しい技術は一朝一夕には生まれませんから、
継続して取り組むことが大切です。
　設備投資では、子会社のよしみねの亀山新工場が稼働
し、計画に沿って進捗しています。同社は、木材や廃材、サ
トウキビの搾りかすなどを燃料とするバイオマスボイラも
手掛けており、温室効果ガスの削減にも貢献しています。ま
た、DXの基盤となる基幹システムの更新プロジェクトも動
き始めました。
　人財投資については、処遇改善や新たな人事制度に取り
組んでいますが、技術者、技能者の不足は依然として大きな
課題です。リファラル採用や退職者の再雇用では、少しずつ
効果も表れています。外国人財の採用を含め、採用手法をさ
らに広げていく必要があるでしょう。

髙橋： アルムナイ採用などの制度も整えられました。今後は、
こうした取り組みを実際の採用につなげ、制度の実効性を高
めていくことが大切ですね。

上村： そうですね。さらにM&Aも、新規事業、技術、人財を
獲得する有力な手段です。ただ、買収して終わりではありませ
ん。対象会社を理解し、経営できる人財を送り込む必要があ

ります。当社のニーズに合致し、経営管理が可能な案件であ
れば、慎重な検証を前提として積極的に検討してよいと考え
ています。
　株主還元については、自己株式の取得や配当など、計画を
上回る成果を上げています。今後も成長投資と株主還元を
適切に両立することが重要です。

西村： おっしゃる通り、中期経営計画に対する業績進捗や株
主還元はおおむね順調で、市場からも一定の評価を得てい
ると思います。一方、研究開発投資はやや慎重に推移してい
ます。次世代エネルギー市場がいつ本格的に立ち上がるか
を見極める必要があり、投資を急ぎ過ぎることにもリスクは
あります。ただ、市場が動き出してから準備を始めたのでは間
に合わないかもしれません。動向を見極めながら、必要な技
術開発を継続することが大切です。
　また、人財不足は技術・技能分野だけの問題ではありませ
ん。経営企画や財務・経理領域でも、人財の層を厚くする必
要があります。資本市場からは、財務・非財務情報をより早
く、より分かりやすく開示することが求められています。開示
の早期化・高度化に安定的に対応するためにも、経営企画や
財務・経理領域の人財層を厚くし、組織として対応できる体
制を整えることが大切でしょう。
　基幹システムの更新を契機に、DXもさらに進めるべきで
しょう。単なるシステムの置き換えではなく、業務の省力化、
属人化の解消、情報の迅速な集約までつなげてこそ、投資効
果が表れるはずです。
　成長局面では、事業規模の拡大に管理体制が追い付かな
くなるリスクもあります。私は公認会計士として、内部統制や
ESGの観点から潜在的な課題を早期に指摘し、成長の過程
で大きな落とし穴に陥らないよう貢献していきたいと考えて
います。

岸田： 私も、管理部門の人財については同じ問題意識を
持っています。我が社は個人の高いスキルによって業務が支
えられている部分があり、平時には問題がなくても、その人
が不在になった場合や重大な事象が発生した場合に、組織
として対応しなければならないという課題があります。複数
の人が業務を担える体制をつくり、有事にも機能する組織を
維持しなければなりません。
　収益面では、当社には継続的に見込める収益と、大型工事

などスポット性の高い収益があります。持続的成長のために
は、将来の見通しを立てやすい安定収益を一段と厚くすると
ともに、本業である断熱事業に次ぐ収益の柱を育てることが
重要です。
　業績が好調で手元資金が積み上がるなか、その資金をど
う活用するかも大切な経営課題です。株主還元はもちろん重
要ですが、研究開発、大型投資、M&Aなど、将来の収益獲得
につながる分野へ適切に振り向けなければなりません。特に
不確実性が高い局面では、投資の時期や規模を柔軟に判断
する必要があるでしょう。監査等委員として、投資のリスクと
リターン、投資後のモニタリングまで十分に検討されている
かを確認していきます。

髙橋： 2026年4月から始まっている新人事制度は、従業員
一人ひとりが、それぞれのライフステージに応じて働きやす
い環境を整え、人財の獲得と定着につなげるための改革で
す。取締役会でも、専門家の意見を聞きながら制度の趣旨や
設計について何度も議論しました。今後は制度を導入して終
わりにせず、採用や定着、従業員の活躍にどのような効果が
表れたのかを検証する必要があります。
　女性活躍については、女性管理職比率に大きな変化が見
られなかった一方、初の女性執行役員が誕生したことは重
要な一歩です。身近なロールモデルが生まれることで、女性
社員も自身の将来のキャリアを具体的に描きやすくなるの
ではないでしょうか。私自身も女性管理職との意見交換を重
ね、次の登用につながる課題や提案を執行側へ伝えていき
たいと思います。

　また、当社には長年にわたる外国人技能実習生の受け入
れ実績があります。人財確保が難しくなるなかで、外国人技
能実習生は貴重な人財です。性別、国籍、年齢、キャリアの違
いを問わず、多様な人財が能力を発揮できる環境を整えるこ
とが、持続的成長につながると考えています。
　私は弁護士として、重要な意思決定で検討すべき法的リス
クが見落とされていないか、将来紛争が生じた場合にどのよ
うな結果が想定されるかという視点から、積極的に意見を
述べていくつもりです。

髙瀬： 外国人財について補足すると、技術・研究開発部門で
は、近年採用したネパールやミャンマー出身の人財が戦力に
なりつつあります。こうした多様な人財の活躍を、今後もさら
に広げていきたいですね。

おわりに

髙瀬： 本日の議論を通じ、社外取締役の皆さんが、明星工
業の現場や事業を深く理解しながら、それぞれのご経験や
専門的知見を発揮してくださっていることを改めて実感しま
した。
　監査等委員会としても、経営陣と同じ方向を向きつつ、独
立した視点から健全な意思決定を支え、明星工業グループ
の持続的な企業価値向上に貢献していきたいと思います。
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